２０２４年度　大学院博士後期課程国際共同研究推進プログラム実施要領

１　目的・趣旨
　　本プログラムは、博士後期課程に在籍する大学院生が、海外の研究機関において海外研究者との共同研究に取り組むこと及び日本学術振興会「若手研究者海外挑戦プログラム」への応募を奨励することを目的として実施する。
なお、本プログラムは、本大学の卒業生である渡邊建三氏及び渡邊容子氏から寄せられた指定寄付金をもって設定された「明治大学大学院教育研究振興資金」により運営されている。

２　申請資格
　　以下のすべての条件を満たしていること。
　　なお、助成金の交付は在学中1回に限ることとする。
⑴　２０２４年４月１日現在、本学大学院博士後期課程に在籍する者。
　　※申請時においては、２０２４年４月に本学大学院博士後期課程進学予定の者も申請資格を有するものとする。
⑵　本学が指定する研究倫理教育（eAPRIN（旧CITI Japanプログラム））を受講・修了していること。

３　対象とする共同研究の期間
３０日以上９０日未満（出国日と帰国日を期間に含む。）
　　渡航可能期間：２０２４年４月１日～２０２５年３月３１日
なお、年度を跨いだ研究は原則として認めない。
また、渡航期間が２月末日以降に及ぶ場合には、事前に大学院事務室に相談すること。

４　共同研究先機関
　　海外の大学等研究機関
　　ただし、以下の機関等は共同研究先機関として認められない。
　　　・我が国の大学等学術研究機関が海外に設置する研究所等
　　　・営利を目的とした民間研究所等
　　　・申請者の母国を拠点とする大学等研究機関


５　給付対象
⑴　往復航空賃（エコノミークラス）
　　日本国内の移動分は除く。
⑵　滞在費
以下の給付額の表に基づき、助成金を給付する。渡航先の属する地域区分については別表「渡航地域区分コード」を参照すること。
　　＜表：給付額＞
	渡航地域区分
	給付額

	
	30～59日
	60～89日

	甲地区
	232,000円
	348,000円

	乙地区
	182,000円
	273,000円

	丙地区
	166,000円
	249,000円



６　給付方法
渡航前と渡航後の２回に分けて給付する。
渡航前
領収書等に基づき、往復航空賃を給付。
渡航後
往復航空券の半券（搭乗券・搭乗証明書）の提出及び予定していた渡航期間通りに研究活動を行っていたことを確認し、滞在費を給付。

７　採用予定数
　　３件程度

８　申請手続き
　　以下の書類を提出すること。なお、申請は１人１件とする。
⑴　申請書類
1 大学院博士後期課程国際共同研究推進プログラム申請書（所定様式）
・１０ポイント以上の文字で入力すること。
・書式の改変、ページ数を変更しないこと
② 申請者に関する評価書（書式任意・参考フォーマットあり）
・評価者は指導教員や「海外における受入研究者」等、本人の研究内容に精通している研究者（１名）とする。
　　※日本学術振興会「若手研究者海外挑戦プログラム」の申請書類に準じた書式としているため、当該申請者は本プログラム申請にあたって、参考にすることができる。

⑵　書類提出先
　　　以下のいずれかの事務室に申請書類を提出すること。
　　　【駿河台キャンパス】大学院事務室
　　　【和泉キャンパス】大学院事務室
　　　【生田キャンパス】理工学部事務室、農学部事務室
　　　【中野キャンパス】中野教務事務室（先端数理科学研究科、国際日本学研究科）
　⑶　各種書式等
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９　申請期限
　　２０２４年１月３１日（水）１５時００分

10　選考方法
　　本大学院に設置する選考委員会による書面審査により採用者を決定する。

11　選考結果通知
　　２０２４年３月上旬頃（予定）

12　採用後の手続き
⑴　受入承諾書（海外における受入研究者が、受入を正式に承諾している旨の証明書）を速やかに提出すること。
※受入承諾書の作成依頼・提出が、３月中旬～下旬にあることについて、あらかじめ先方に依頼することを推奨する。
⑵　渡航開始前・終了後に必要書類を提出すること。詳細は選考結果通知に同封される諸手続きに関する手引きに従い、手続きを進めること。

13　併給の取り扱い
本プログラムに申請した研究計画の遂行に必要であれば、学外の他のフェローシップ（国費外国人留学生制度・JICA海外協力隊の実施する奨学金制度等）との重複受給は可とする（学内の他助成金の重複受給は認めない）。
ただし、他のフェローシップ等については、その要領等で併給制限が規定されている場合もあるため、各自必ず確認すること。採用者が当助成金を受給したことにより他のフェローシップ等の受給権利を喪失した場合、本学は一切の責任を負わない。

14　採用者の遵守事項等
以下の⑴・⑵に違反又は⑶以降のいずれかに該当するときは、助成金給付決定を取り消すとともに、すでに助成を受けている場合には、助成額の全額又は一部の返還を求める場合がある。
⑴　研究計画に基づき、研究に専念すること。なお、申請内容からの変更は原則認めないが、研究遂行上のやむを得ない理由により変更が必要な場合は、理由等を明示したうえで、渡航開始１か月前までに選考委員会の承認を受けること。なお、渡航期間に変更が生じた場合、「５給付対象　⑵滞在費」の表に応じて滞在費の給付額も再度決定する。
⑵　渡航期間終了後１か月以内に報告書（所定様式）を提出すること。
⑶　渡航期間中又は渡航期間に休学したとき。
⑷　退学又は除籍となったとき。
⑸　助成金給付年度の４月１日時点で、本学大学院博士後期課程に在籍していない者。
⑹　助成金給付年度の日本学術振興会「若手研究者海外挑戦プログラム」に採用内定となったとき。
⑺　明治大学大学院学則第６２条に定める懲戒を受けたとき。
⑻　申請書類等に虚偽の記載があったとき。
⑼　渡航期間中、海外の大学・大学院等に単位取得又は学位取得が義務となる入学をしたとき。
⑽　研究活動における不正行為、不正受給、研究費の不正使用があったとき。
⑾　前各号のほか、選考委員会が受給者として適当でないと認めたとき。

15　渡航に当たっての留意事項
⑴　大学は、渡航国に滞在するためのビザ等の申請に一切関わらないため、申請者の責任において、研究計画が遂行できるよう準備・手配すること。
⑵　本プログラムのために共同研究先機関と大学は一切の調整等を行わない。
⑶　海外旅行保険には各自で必ず加入するように手配すること。大学は、渡航期間中に生じた傷害、疾病等の事故について責任を負わない。
⑷　大学が定める安全保障輸出管理（海外への技術漏洩への対処）等の規則を遵守すること。
⑸　一時帰国は原則不可とする。
⑹　往復航空賃の給付後、申請者都合（傷害、疾病等を含む）により渡航中止（渡航後の研究中止を含む）となった場合には、申請者は大学に給付金額を全額返金すること。
また、渡航中止にかかる諸経費（キャンセル料等）の支払については申請者本人が負担すること。
16　その他
⑴　２０２４年度明治大学助手に任用された者は、本プログラムに採択され、この実施のために助手の教育補助業務に従事することができない場合、「明治大学教員任用規程」第１５条第８項に従い、学部教授会等の承認を経なければ、海外に行くことができない。助手に応募予定（応募中）の者は、本プログラムへ申請すること及び渡航予定期間について、本プログラムへの申請前に当該学部等へ各自必ず相談すること。
⑵　採用者の研究課題名・概要等には、本大学院のホームページに掲載予定である。ただし、個人情報や機密性のある研究成果等については掲載しない。
⑶　採用者は、本大学院が開催する報告会等に積極的に協力すること。

17　問い合わせ先
明治大学大学院事務室（駿河台キャンパス　担当：佐藤・横内）
　Mail:dai_in@mics.meiji.ac.jp
TEL 03-3296-4704

以　上　
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２０２４年度大学院博士後期課程国際共同研究推進プログラム　申請者に関する評価書

		評価書作成者

		氏　　　名

※指導教員による自署

		キシモト　メイジロウ

岸本　めいじろう



		

		所属機関名

		明治大学



		

		部　局　名

		法学部



		

		職　　　名

		教授



		申請者との関係

		指導教員



		申請者の⑴「研究者としての強み」及び⑵「今後研究者として更なる発展のため必要と考えている要素」のそれぞれについて、具体的に入力してください。


また、申請者の研究者としての能力・将来性を判断する上で特に参考になると思われる事項についても入力してください（例：特に優れた学業成績、受賞歴、飛び級入学、留学経験、特色ある学外活動など）。

　コメント

　コメント

　コメント

　コメント

　コメント
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別紙

P.2「3. 研究遂行能力」の「外国での研究遂行能力について」の記載内容について

「研究活動における主な使用言語」で記入した全ての言語について、外国で研究活動を行うにあたり相応の語学能力を有することを以下に示す「客観的に判断できる指標の例」等を用いて具体的に説明してください。

【客観的に判断できる指標の例】

・主な使用言語の語学検定試験結果（試験名称、取得年月も記入すること。）

・国際学会における、主な使用言語での発表経験の有無、回数

・主な使用言語での論文執筆経験の有無、数

・主な使用言語圏への留学経験の有無、内容

・主な使用言語の日常的な使用頻度

　・研究室で日常的に使用している


　・主な使用言語を用いてフィールドワークを行っている

・主な使用言語を用いて共同研究を行っている　等


・その他、相応の語学能力を有しており、外国での研究活動に支障がないことの客観的な根拠

P.3「2.(1) 研究の位置づけ」欄に研究の成果物等を記載する場合

当該の欄において、これまでの研究活動の成果物を示す場合は、以下の例を参考にした上で、それらを同定するに十分な情報を記載してください。

（例１）学術雑誌等（紀要・論文集等も含む）に発表した論文、著書（査読の有無を区分して記載してください。

査読中又は投稿中の場合にはその旨分かるように明記してください。）

著者、題名、掲載誌名、巻号、pp 開始頁－最終頁、発行年を記入してください。

（例２）研究発表（口頭・ポスターの別、査読の有無を区分して記載してください。）

著者、題名、発表した学会名、論文等の番号、場所、月・年を記載してください。発表予定のものも含めて構いませんが、発表予定である旨明記して記載してください。
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				【別表】渡航地域区分コード ベッピョウ トコウ チイキ クブン

				甲
地区 チク		（アジア州）
アフガニスタン・イスラム共和国、アラブ首長国連邦、イエメン共和国、イスラエル国、イ
ラク共和国、イラン・イスラム共和国、オマーン国、カタール国、クウェート国、サウジア
ラビア王国、シリア・アラブ共和国、シンガポール共和国、トルコ共和国、パレスチナ、バ
ーレーン王国、ヨルダン・ハシェミット王国、レバノン共和国
 （ヨーロッパ州）
アイスランド共和国、アイルランド共和国、アンドラ公国、グレートブリテン及び北アイル
ランド連合王国（英国）、イタリア共和国、オーストリア共和国、オランダ王国、キプロス
共和国、ギリシャ共和国、サンマリノ共和国、スイス連邦、スウェーデン王国、スペイン王
国、デンマーク王国、ドイツ連邦共和国、ノルウェー王国、バチカン市国、フィンランド共
和国、フランス共和国、ベルギー王国、ポルトガル共和国、マルタ共和国、モナコ公国、リ
ヒテンシュタイン公国、ルクセンブルク大公国、ジブラルタル＜イギリス＞、スバールバル
諸島・ヤンマイエン島＜ノルウェー＞、チャネル諸島＜イギリス＞、フェロー諸島＜デンマ
ーク＞、マン島＜イギリス＞
（北アメリカ州）
アメリカ合衆国（米国）、カナダ、グアム＜アメリカ＞、グリーンランド＜デンマーク＞、
サンピエール島・ミクロン島＜フランス＞、バミューダ諸島＜イギリス＞  





























				乙
地区 オツ		（アジア州）
インドネシア共和国、カンボジア王国、カシミール、タイ王国、大韓民国、フィリピン共和
国、ブルネイ・ダルサラーム国、ベトナム社会主義共和国、マレーシア、ミャンマー連邦共
和国、ラオス人民民主共和国、東ティモール民主共和国、香港（香港特別行政区）
 （大洋州）
オーストラリア連邦、キリバス共和国、ソロモン諸島、ツバル、トンガ王国、ナウル共和
国、サモア独立国、バヌアツ共和国、パプアニューギニア独立国、パラオ共和国、フィジー
共和国、ニュージーランド、マーシャル諸島共和国、ミクロネシア連邦、ウェーク島＜アメ
リカ＞、北マリアナ諸島＜アメリカ＞、クック諸島<ニュージーランド>、クリスマス島＜オ
ーストラリア＞、ココス諸島＜オーストラリア＞、ジョンストン島<アメリカ＞、トケラウ諸
島<ニュージーランド>、ニウエ<ニュージーランド>、ニューカレドニア＜フランス＞、ノー
フォーク島＜オーストラリア＞、ピトケアン島＜イギリス＞、フランス領ポリネシア＜フラ
ンス＞、米領サモア＜アメリカ＞、ミッドウェー諸島＜アメリカ＞、ワリス・フテュナ諸島
＜フランス＞
（ヨーロッパ州）
アルバニア共和国、エストニア共和国、クロアチア共和国、コソボ共和国、スロバキア共和
国、スロベニア共和国、セルビア共和国、モンテネグロ、チェコ共和国、ハンガリー、ブル
ガリア共和国、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ポーランド共和国、北マケドニア共和国、ラト
ビア共和国、リトアニア共和国、ルーマニア、アゼルバイジャン共和国、アルメニア共和
国、ウクライナ、ウズベキスタン共和国、カザフスタン共和国、キルギス共和国、ジョージ
ア、タジキスタン共和国、トルクメニスタン、ベラルーシ共和国、モルドバ共和国、ロシア
連邦 





































				丙
地区 ヘイ チク		（アジア州）
インド、北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）、スリランカ民主社会主義共和国、台湾、中華
人民共和国、ネパール連邦民主共和国、パキスタン・イスラム共和国、バングラデシュ人民
共和国、ブータン王国、マカオ（マカオ特別行政区）、モルディブ共和国、モンゴル国
（アフリカ州）
アルジェリア民主人民共和国、アンゴラ共和国、ウガンダ共和国、エジプト・アラブ共和
国、エチオピア連邦民主共和国、エリトリア国、ガーナ共和国、カーボヴェルデ共和国、ガ
ボン共和国、カメルーン共和国、ガンビア共和国、ギニア共和国、ギニアビサウ共和国、ケ
ニア共和国、コートジボワール共和国、コモロ連合、コンゴ共和国、コンゴ民主共和国、サ
ントメ・プリンシペ民主共和国、ザンビア共和国、シエラレオネ共和国、ジブチ共和国、ジ
ンバブエ共和国、スーダン共和国、エスワティニ王国、セーシェル共和国、赤道ギニア共和
国、セネガル共和国、ソマリア連邦共和国、タンザニア連合共和国、チャド共和国、中央ア
フリカ共和国、チュニジア共和国、トーゴ共和国、ナイジェリア連邦共和国、ナミビア共和
国、ニジェール共和国、ブルキナファソ、ブルンジ共和国、ベナン共和国、ボツワナ共和
国、マダガスカル共和国、マラウイ共和国、マリ共和国、南アフリカ共和国、モザンビーク
共和国、モーリシャス共和国、モーリタニア・イスラム共和国、モロッコ王国、リビア、リ
ベリア共和国、ルワンダ共和国、レソト王国、英領インド洋地域＜イギリス＞、セントヘレ
ナ島＜イギリス＞、西サハラ、マイヨット島、レユニオン＜フランス＞、南スーダン共和国
（北アメリカ州）
アンティグア・バーブーダ、エルサルバドル共和国、キューバ共和国、グアテマラ共和国、
グレナダ、コスタリカ共和国、ジャマイカ、セントクリストファー・ネイビス、セントビン
セント及びグレナディーン諸島、セントルシア、ドミニカ国、ドミニカ共和国、トリニダー
ド・トバゴ共和国、ニカラグア共和国、ハイチ共和国、パナマ共和国、バハマ国、バルバド
ス、ベリーズ、ホンジュラス共和国、メキシコ合衆国、アルバ<オランダ>、アンギラ<イギリ
ス>、英領バージン諸島＜イギリス＞、オランダ領アンティル＜オランダ＞、ケイマン諸島＜
イギリス＞、グアドループ島＜フランス＞、タークス諸島・カイコス諸島＜イギリス＞、プ
エルトリコ＜アメリカ＞、米領バージン諸島＜アメリカ＞、マルチニーク島＜フランス＞、
モンセラット＜イギリス＞
（南アメリカ州）
アルゼンチン共和国、ウルグアイ東方共和国、エクアドル共和国、ガイアナ共和国、コロン
ビア共和国、スリナム共和国、チリ共和国、パラグアイ共和国、ブラジル連邦共和国、ベネ
ズエラ・ボリバル共和国、ペルー共和国、ボリビア多民族国、フォークランド（マルビナ
ス）諸島、フランス領ギアナ＜フランス＞
（南極）
南極大陸及び周辺の島しょ 
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申請書（2024年度）.doc
２０２４年度　大学院博士後期課程国際共同研究推進プログラム申請書

1．申請者情報等

		申請者

		氏　名

※自署

		　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



		

		研究科・

専攻名

		



		

		課程種別

		



		

		学　年

		２０２４年度に博士後期課程に進学予定の者については、 学年は記入せず「２０２４年４月進学予定」と記入すること。



		

		学生番号

		２０２４年度に博士後期課程に進学予定の者については、「なし（２０２４年４月入学予定のため）」とし、そのあとに、現在の学生番号を併記すること。



		

		メールアドレス

		



		指導教員

		氏　名

※指導教員による自署　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

		





		研究課題名

		（和文）



		

		（英文）





2．海外研究先・受入研究者に関する情報等


		渡航予定期間

		年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日　　（　　　　日間）



		渡航国

		



		海外における

受入研究者

		氏　名

		



		

		職

		（英文）



		

		

		（和文）



		

		受入機関名

		（種別）　大学　／　国公立試験研究機関　／　非営利の民間研究機関



		

		

		（英文）



		

		

		（和文）



		

		受入部局名

		（英文）



		

		

		（和文）





3．研究遂行能力

		研究活動における主な使用言語

		



		外国での研究遂行能力について

（語学能力の確認）

※記載内容は別紙参照

		



		海外における研究・留学歴

（1か月以上海外で研究に従事した経験がある場合に記入してください。語学研修など研究以外の海外滞在は含みません。

該当がない場合は「該当なし」と記入してください。）

		訪問先：

目　的：


期間：　　　　年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日



		

		訪問先：

目　的：


期間：　　　　年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日



		

		訪問先：

目　的：


期間：　　　　年　　　月　　　日　～　　　　年　　　月　　　日





2．派遣先における研究計画 

(1) 研究の位置づけ

（適宜概念図を用いるなどして、わかりやすく記述してください。様式の改変・追加は不可（以下同様））


大学院博士後期課程国際共同研究推進プログラムの採用者として取り組む自身の研究の位置づけについて、当該分野の状況や課題等の背景、並びに本研究計画の着想に至った経緯も含めて記述してください。

研究の成果物等を引用する場合は、別紙を参照し、それらを同定するに十分な情報を記入してください。




(2) 研究目的・内容等

①　大学院博士後期課程国際共同研究推進プログラムの採用者として取り組む研究計画における研究目的、研究方法、研究内容について記述してください。


②　どのような計画で、何を、どこまで明らかにしようとするのかを、具体的に記入してください。


③　共同研究の場合は、申請者が担当する部分を明らかにしてください。

(3) 外国で研究することの意義（共同研究先機関・受入研究者の選定理由）


①　申請者のこれまでの研究と共同研究先機関の研究との関連性及び受入準備状況について記述してください。（※採用された場合は受入承諾書の提出を求めます。）

②　内外の他研究機関（研究者）と共同研究先機関とを比較し、共同研究先で研究に挑戦する必要性や意義について明らかにしてください。（フィールドワーク・調査研究を行う場合、渡航先地域で研究する必要性や意義を中心に述べても構いません。）

PAGE  

- 1 -




